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高等学校農業科における地産地消や
旬産旬消と二酸化炭素排出との関係を
題材とした授業実践とその評価

水島智史* †・津野佑規**, ***・長谷川英夫****・髙畑　健*****
（令和 2年 11 月 18 日受付/令和 3年 4月 23 日受理）

要約：高等学校農業科の生徒を対象として，持続可能な食料の生産と消費の実現に向けた意識を醸成するた
めに，科目「農業と環境」において食料の生産と輸送段階における二酸化炭素の排出量削減を題材とした授
業を考案して実践した。授業実践は，「地産地消」，「フードマイレージ」および「旬産旬消」の概念を含む
内容とした。授業実践前後の質問紙調査，授業実践で使用したワークシートへの生徒の記述内容および授業
実践後の感想を基に生徒の意識の変容を評価した。事前の質問紙調査では，地産地消の認知度は高かった。
フードマイレージおよび旬産旬消の認知度は，地産地消よりも低かった。事後の質問紙調査では，地産地消
や旬産旬消の取り組みは環境によいと考える生徒が増加していた。この結果から，本研究で考案した授業実
践により，環境に配慮した農業生産や食料消費をしようとする意識の醸成につながると考えられた。
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1．　緒　　　言
　高等学校（以下，高校と表記）農業科の目標は，農業の各
分野に関する基礎的・基本的な知識と技術を習得させるこ
と，農業の社会的な意義や役割について理解させること，
および農業に関する諸課題を主体的，合理的に，かつ倫理
観をもって解決し，持続的かつ安定的に農業と社会の発展
を図る創造的な能力と実践的な態度を育てることの 3つの
要素から成り立っている1）。この目標のもと農業生産を担
う人材を育成するために，高校農業科では農業生産に関す
る学習が行われているが，一方で環境に関する学習の充実
も求められている。2009 年告示の高校学習指導要領では，
農業の各分野への導入を図る基礎的な原則履修科目として
「農業と環境」が開設された1）。「農業と環境」は，農業生物
の育成と環境の保全について体験的，探究的に学習する科
目であり，（1）暮らしと農業，（2）農業生産の基礎，（3）環
境の調査・保全・創造および（4）農業学習と学校農業クラ
ブ活動の 4項目で構成されている1）。2019 年現在，「農業
と環境」の教科書は 2つの出版社から発行されており，環
境に関して栽培環境や地域環境，地球環境など身近な環境
から地球規模の環境まで幅広く扱っている2, 3）。環境には
さまざまな解決すべき課題があるが，そのうち農業生産へ

の影響が大きい地球温暖化に着目すると，地球温暖化と二
酸化炭素などの温室効果ガスの関係や地球温暖化が食料生
産に与える影響などについて教科書に記載されている2, 3）。
　地球温暖化の進行を抑えるために，二酸化炭素をはじめ
とした温室効果ガスの排出量削減が世界的に求められてい
る。環境にやさしい目標意図の形成において，対処有効性
の認知は，温暖化などのグローバルな問題と比較してごみ
問題のようなローカルな問題の方が大きいとされる4）。一
方，栗島ら5） は，二酸化炭素の間接排出に着目して食生活
にかかわる 3つの低炭素型の代替行動を消費者に提示した
ところ，「旬のものを食べる（旬産旬消）」の行動において，
消費者の 7～8 割が受容し，目標意図は個人行動評価を通
じて行動意図に影響したと報告した。このように，旬産旬
消のような身近に実行できる食生活の代替行動を提示する
ことは，地球温暖化防止につながる食料消費をしようとす
る意識の醸成につながると考えられる。
　食生活において二酸化炭素の排出量削減につながる身近
に実行できる概念として「地産地消」もあげられる。中田6）

は，地球環境にかける負荷が小さな食生活を送るためには
地産地消が重要であり，フードマイレージの概念を応用す
ると輸送にともなう環境負荷を低減できると指摘した。
佐々木7） も，地産地消は流通コストが最小の取引形態であ
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り，フードマイレージもふまえ二酸化炭素排出量も最少の
取引形態であると指摘した。藤武ら8） は，野菜の地産地消
による二酸化炭素排出量の削減量を算出し，ネギやホウレ
ンソウ，トマト，キュウリなどの品目では地産地消による
二酸化炭素排出量の削減効果が高いことを明らかにした。
地産地消は，持続可能な開発目標（Sustainable Develop-
ment Goals, SDGs）のうち目標 12「生産者も消費者も，地
球の環境と人々の健康を守れるよう，責任ある行動をとろ
う」に対応する農林水産省食料産業局の取り組みの 1つと
してあげられている9）。「農業と環境」の教科書においても，
地産地消とフードマイレージの記載があり10, 11），これらの
概念は「農業と環境」の学習と関連するものである。
　一方，白木ら12） は，農産物の生産と流通を考慮した二酸
化炭素排出量削減について検討し，冬春トマトの生産では
施設を加温する必要があり，輸送よりも生産段階での二酸
化炭素排出量が多くなるため，野菜の種類ごとに地産地消
や旬産旬消を使いわけることが二酸化炭素排出量削減に有
効であると指摘した。溝口ら13） も，施設栽培ではエネル
ギー投入のうち光熱が占める割合が大きくなり，二酸化炭
素排出量が輸送段階よりも生産段階で多くなることがある
と報告した。このように，二酸化炭素排出量を削減するた
めには，地産地消と旬産旬消の概念を組み合わせる必要性
が指摘された。
　農産物の生産や流通において，地産地消や旬産旬消を進
めることは，二酸化炭素排出量の削減に有効であり，持続
可能な農業の推進につながると考えられる。高校農業科に
在籍する生徒は，将来の農業を担うことが期待されること
から農業生産などを中心に生産者側の学習をしているが，
一方では野菜や作物などの生産物を購入する消費者側の視
点も必要となる。したがって，高校農業科では，農産物の
生産者と消費者の両者の視点から，二酸化炭素排出量の削
減について生徒が学習することは重要と考えられる。そこ
で本研究では，消費者の視点を重視し，地産地消や旬産旬
消と二酸化炭素排出量との関係についての授業実践を行
い，農業生産や食料消費の場面において二酸化炭素排出量
を削減しようとする意識が農業生産を学ぶ生徒に醸成され
るか検討した。

2．　材料および方法
　本研究の対象は，福井県に所在するA高校の農業に関す
る学科に所属する 1年生である。2019 年 3 月に科目「農業
と環境」の授業において，2単位時間（1単位時間：50 分）
の授業実践を行った。授業場所は，調査対象校の普通教室
である。2単位時間の授業に参加した生徒は 23 名であっ
た。授業の前後に質問紙調査を行った。質問紙調査の回答
では，1つの選択肢を選ぶように求めた。なお，質問紙の
回答および授業実践の前に，回答内容が成績評価に影響し
ないこと，個人を特定できない形式で公表することがある
ことを周知した。
　授業では，教科書（農業と環境，農文協）とワークシー
トを使用した。授業の目標として「環境への影響を考えた
農業生産や食料消費について理解を深める」および「環境

への影響を考えた農業生産や食料消費のために行動できる
ようになる」を生徒に提示して授業を実施した。1単位時
間目では，日本における農業生産から食料消費までのフー
ドーシステムについて概説し，日本農業の特徴として石油
依存型農業であることやカロリーベースでの食料自給率が
低いことなどを扱った。2単位時間目では，地産地消，フー
ドマイレージおよび旬産旬消について学習し，二酸化炭素
排出量の削減と私たちの生活について考えを深めた。な
お，授業実践において，地産地消は「地元で生産された農
産物を地元で消費すること」，フードマイレージは「食料
の輸送量と輸送距離をかけた指標」，旬産旬消は「旬の時
期に生産された農産物を旬の時期に消費すること」とそれ
ぞれ定義した。地産地消の学習では，研究対象校の近隣で
の事例として，直売所や学校給食での農産物の消費につい
て扱った。旬産旬消の学習では，施設園芸での野菜の生産
時期とエネルギー消費の関係について扱った。フードマイ
レージの学習では，フードマイレージの概念だけでなく，
トラックや鉄道など輸送手段ごとの二酸化炭素排出量につ
いても扱い，フードマイレージを応用して研究対象校近隣
の町および青森市から研究対象校までキャベツをトラック
で輸送したときの二酸化炭素排出量をそれぞれ試算して比
較した。表 1に授業内容とその前後の質問紙調査のながれ
をまとめた。

3．　結果および考察
⑴　事前質問紙調査の結果
　「地産地消を知っていますか」の質問に対して，知らない
と回答した生徒は13％（3人），聞いたことがあると回答し
た生徒は 35％（8人），説明できると回答した生徒は 52％
（12人）であった（図1）。多くの生徒は地産地消という用語
を知っており，約半数の生徒は説明できると回答したこと
から，地産地消は認知度の高い用語であると考えられた。
授業実践の導入において，地産地消をどのような場面で
知ったのか生徒に質問したところ，「小学校や中学校の社
会の授業で学んだ」や「小学校や中学校の給食のときに野
菜の生産者が放送で流れた」，「近所の農産物直売所の掲示
で見た」などの回答があった。地産地消の認知度が高かっ
た要因として，義務教育での学習の成果や調査対象校があ
る地域では農業が身近に行われていることが考えられる。

表 1　質問紙調査および授業の概要



46 水島・津野・長谷川・髙畑

一方，「フードマイレージを知っていますか」の質問に対
して，知らないと回答した生徒は 70％（16 人），聞いたこ
とがあると回答した生徒は30％（7人），説明できると回答
した生徒はいなかった。「旬産旬消を知っていますか」の質
問に対して，知らないと回答した生徒は 61％（14 人），聞
いたことがあると回答した生徒は30％（7人），説明できる
と回答した生徒は9％（2人）であった。フードマイレージ
および旬産旬消を知らない生徒は 60％以上であり，両用
語の認知度は地産地消とは異なる傾向を示した。丸橋ら14）

は，中学校家庭科での授業実践において事前に地産地消や
フードマイレージの認知度を調べたところ，聞いたことが
ないと回答した生徒は地産地消で 60%，フードマイレー
ジで 93% であった。本研究とは対象学年や教科などが違
うが，認知度はフードマイレージと比較して地産地消の方
が高いという傾向は一致した。
　「地産地消は環境によいと思いますか」の質問に対して，
地産地消を聞いたことがある，あるいは説明できると回答
した 20 人のうち，75％（15 人）の生徒がやや思うまたは
思うと回答し，わからないと回答した生徒は 25％（5 人）
であった（図 2）。丸橋ら14） の授業実践前の質問紙調査に
おける地産地消が環境によいと思うかの質問に対して，だ
いたい思うあるいはとても思うと回答した生徒は 69%で

あり，本研究の結果とほぼ同じ傾向であった。また，「旬
産旬消は環境によいと思いますか」の質問に対しては，旬
産旬消を聞いたことがある，あるいは説明できると回答し
た 9人のうち，44％（4人）の生徒がやや思うまたは思う
と回答し，56％（5人）の生徒がわからないと回答した。

⑵　授業実践のワークシートの記述内容
　2単位時間目の後半から自らの考えをワークシートに記
述するように求めた。「農業生産や食料消費の場面におい
て，二酸化炭素排出量を減らすために日常の中で私たちに
できることはありますか」の問いに対する記述では，地産
地消に関すること，移動手段に関すること，旬産旬消に関
することを中心とした回答があげられた（表 2）。ここであ
げられた回答は問いにもあるように生活の中で実践できる
ものがあげられており，生徒たちは日常生活の過ごし方で
も二酸化炭素排出量の削減につながることを理解できてい
たものと考えられる。「農業生産や食料消費の場面におい
て，二酸化炭素排出量を減らす生活をした場合，どのよう
なデメリットがあると考えられますか」の問いに対する記
述では，移動や運搬が難しくなること，旬以外のものや他
の産地のものが食べられなくなること，味に関すること，価

図 1　地産地消，旬産旬消およびフードマイレージに対する
授業実践前の生徒の認知度

表 2　授業実践で使用したワークシートの質問に対して記載されていた生徒の記述の概要

図 2　地産地消および旬産旬消と環境のかかわりに関する
授業前後における生徒の認識の変化
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格が上がることなどがあげられた。また，少数ではあった
が，農業生産者の視点から見たデメリットも提示された。
　「農業生産や食料消費の場面において，二酸化炭素排出
量を減らすことが必要と思いますか，それとも不要と思い
ますか。どちらかを明確にしてその理由を述べなさい」の
問いに対して，必要と回答した生徒は87％（20人）であり，
理由として地球温暖化への影響や環境にやさしいことが主
にあげられた（表 3）。表 2の回答にもあるように，生徒た
ちは農業における二酸化炭素排出量削減に取り組んだ場合
さまざまなデメリットが想定されることを知っているが，
それよりも地球温暖化の抑制のために二酸化炭素排出量の
削減に取り組むことが必要と考えていた。一方，不要と回
答した 13％（3人）の生徒の理由は，食べられないものが
出てくるから，価格が上がるから，食料自給率がさらに下
がるかもしれないからであり，現在の便利な生活や食料の
供給に影響が出ることがあげられていた。これらの記述内
容をもとに，授業実践のまとめでは，完璧な地産地消や旬
産旬消はできないかもしれないが，日常生活の中で少しで
も地産地消や旬産旬消のことを意識して農産物を選択する
ことで二酸化炭素排出量の削減につなげていくことが重要
であることを説明した。

⑶　事後質問紙調査の結果
　「地産地消は環境によいと思いますか」の質問に対して，
96％（22 人）の生徒がやや思うまたは思うと回答した（図
2）。「旬産旬消は環境によいと思いますか」の質問に対し
て，91％（21人）の生徒がやや思うまたは思うと回答した。
事前質問紙調査の同じ項目の回答結果と比較すると，どち
らの項目でもやや思うまたは思うと回答した生徒の割合は
増加していた。したがって，本研究の授業によって，生徒
は地産地消や旬産旬消の取り組みによって環境の保全につ
ながることを理解できたものと考えられる。また，「普段
の生活で環境への影響を考えて食品を購入したいと思いま
すか」の質問に対して，83％（19 人）の生徒がやや思う
または思うと回答した（図 3）。

⑷　結論
　以上のように，質問紙調査やワークシートの記述内容の
解釈から，「地産地消」や「旬産旬消」をキーワードとした
授業実践は，農業生産や食料消費と二酸化炭素排出との関
連について学ぶことができ，環境に配慮した農業生産や食
料消費をしようとする意識の醸成につながると考えられた。
地産地消および旬産旬消を実践する環境配慮行動は，実行

可能性評価を高めることが最も実践の向上につながる15）。
今後の課題として，意識の変容の持続性や意識の変容が環
境配慮行動につながるのかについて明らかにするととも
に，農業生産の現場で食料供給を確保しつつ具体的にどの
ように二酸化炭素排出量を削減するか関連させた学習につ
なげていく必要がある。
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A Class Focusing on the Relationship between Local 
Production for Local Consumption, Seasonal 
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Summary：To raise awareness about sustainable food production and consumption, a class focusing on 
reducing CO2 emissions during food production and transportation was designed and offered to students 
in the agricultural department of a high school.  The concepts incorporated in the class were “local 
production for local consumption,” “food miles,” and “seasonal production for seasonal consumption.”  
Changes in student awareness were evaluated by conducting questionnaire surveys before and after the 
class, by student descriptions completed on class worksheets, and by student impressions of the class.  
The pre-class questionnaire survey showed that the students’ awareness of the concept “local production 
for local consumption” was high, whereas prior understanding of the concepts of “food miles” and “seasonal 
production for seasonal consumption” were lower.  The post-class questionnaire survey showed that an 
increased number of students thought that initiatives promoting local production for local consumption 
and seasonal production for seasonal consumption were good for the environment.  Therefore, the class 
helped to foster positive attitudes toward environmentally conscious agricultural production and food 
consumption among the students.

Key words：education for sustainable development, food miles, global warming, sustainable development 
goals
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